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年間平均総実労働時間（就業者一人当たり）

出所：独立行政法人 労
働政策研究・研修機構
「データブック国際労働
比較2018」

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/databook/2018/documents/Databook2018.pdf


休暇支給・取得割合

出所：Expedia 有給休暇国際比較調査2018より抜粋

https://welove.expedia.co.jp/press/40915/


テレワーク導入率

※米国：Survey on workplace 
flexibility 2015, WorldatWork

英国・ドイツ・フランス：
European Company Survey on 
Reconciliation of Work and 
Family Life 2010

日本：総務省「平成30
（2018）年通信利用動向調査」
（従業員数100人以上の企業)



海外の働き方の事例

労働時間貯蓄制度

フレキシキュリティ

ジョブシェアリング



働き方改革の意義

職場環境の改善などの
「魅力ある職場づくり」

人材の確保につながり
人手不足解消

業績の向上

利益の増加

間接的に企業に
利益をもたらす

（厚生労働省 働き方改革 特設サイト より）



アウトライン

事例
• 現在の日本企業の働き方について

分析
• 働き方改革と財務データとの関連性

考察
• 分析結果からの考察

提案
• 私たちが求める新たな働き方改革



働き方改革が目指すものとは・・・

働く方の置かれた個々の事情に応じて、多様な働

き方を選択できる社会を実現し、働く方一人ひと

りがより良い将来の展望を持てるようにすること



長時間労働の是正

多様で柔軟な
働き方の実現

雇用形態にか
かわらない公
正な待遇の確

保



長時間労働の是正と多様で柔軟な働き方の実現

•時間外労働の上限規制

•年次有給休暇の確実な取得

•労働時間の客観的な把握

•フレックスタイム制の拡充

•高度プロフェッショナル制度

•勤務間インターバル制度の普及促進

•産業医・産業保健機能の強化

•残業の割増賃金率の引き上げ

（2019年4月から順次スタート）



雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保

•不合理な待遇差の解消

•待遇に関する説明義務の強化

•行政指導や裁判外紛争解決手続きの規定の整備

（2020年4月から順次スタート）



実際に企業はどのような
活動をしているの？



住友商事株式会社

有給休暇取得の「全社定量目標」を設定

プレミアムフライデーズ

カウンセリングルームの設置

マッサージルームの設置

保育所の設置



花王株式会社

フレックスタイム制のコアタイム廃止

時間単位の休暇取得制度

復職前セミナー

社内託児施設

男性社員の育休促進



ブラザー工業株式会社

在宅勤務制度

毎週水曜日をノー残業デーに設定

短時間勤務制度

子の看護・家族の介護のための休暇制度

休暇の取得計画提出制度



このような活動は利益に
ポジティブな影響を与えるのか？



分析方法

説明変数が目的変数にどのような影響を与えるか重回帰分析を用いて分析
→P値が0.1以下、ｔ値が1.8以上をとる結果を有意性があると判断

◆目的変数：ROA、ROE、年収、労働生産性、経常利益、経常利益増加率のい
ずれか１つ

◆説明変数：働き方改革の取り組み10種、従業員数、総資産、資本金、

株主総資本、年収

※働き方改革は、実施している項目を「１」、実施していない項目を「０」
と表示して回帰分析に用いる



…会社の総資産を利用してどれだけの利益を上げられたかを示す数値
資本に対する効率性と収益性を確認する際の指標
５％を超えると優良企業

…株に対する投資からどれだけ利益を効率よく得られるか。
10％を超えると優良企業で、投資の価値のある会社と判断される。

…労働者一人当たりが生み出す成果



分析に用いるデータの詳細

◆企業：「令和元年度 新・ダイバーシティ企業100選」に掲載されている
企業97社（EDINETに財務データの掲載が無い企業を除く）

◆財務データ：EDINET（2019～2020年）

◆働き方改革の項目：「令和元年度 新・ダイバーシティ
企業100選」の対象となった項目

※ダイバーシティ企業…経済のグローバル化や少子高齢化が進む中で、我が国の
企業競争力の強化を図るために、女性、外国人、高齢者、障がい者を含め、多様な人
材の能力を最大限に発揮し、価値創造に参画していくダイバーシティ経営の推進をし

ている企業のこと。



１.多様な人材の雇用(女性、外国人、チャレンジド、キャリ
ア・スキル・経験の多様な人材の雇用）

２.特定層に限定しない
3.役員層の多様化
4.経営会議などへの社員参画
5.柔軟な働き方の整備
6.管理職の行動・意識改革
7.研修やスキルの取得環境の整備
8.キャリア形成意識の醸成
9.資金調達や人材確保のための情報発信
10.評価・報酬・登用基準の明確化

働き方改革の項目

⮚「多様な人材の雇用」は、実施している数で表示



１．多様な人材の雇用
女性や、外国人、チャレンジド、キャリア・スキル・経験の多様な人
⮚ チャレンジド…障害を持ちながら積極的に社会参画を目指す方のこと
⮚ キャリア・スキル・経験の多様な人…中途採用、子育て後の復職などにより、多様なルートで
採用・登用されている人材のこと

２．特定層に限定しない
会社が教育・職業訓練などの機会を積極的に提供することで、既存の人材に多様な能力や知見を
身につけさせるような取組を特定層に限定せずおこなっていること

３．役員層の多様化
性別によらない役員の起用や、経営のグローバル化に対応し、外国人の役員を増やしたりする取
り組み



４．経営会議などへの社員参画
経営のトップ層だけでなく、役員や従業員を巻き込んで議論
社内に共通の目的意識を築き、幅広い意見を経営に生かそうという取り組み

5．柔軟な働き方の整備
ITツールの利用によるリモートワークや、フレックス勤務、出産育児、介護などを理由に職場を
離れた後、職場に復帰する環境の整備

６．管理職の行動・意識改革
管理職に対するトレーニングの実施やマネジメントを促進する仕組みの整備を行い、リーダー育
成研修などを積極的に行う取り組み

７．研修やスキルの取得環境の整備
画一的なキャリアパスのみならず、ライフスタイルや価値観が異なる人材が活躍できる「多様な
キャリアパス」の取得環境を整備し、個々人の能力を存分に発揮できるようなキャリアパスを整
備



9.資金調達や人材確保のための情報発信
資本市場への開示や対話により、投資家からも評価されるダイバーシティ経営の推進を行う
ことで、投資の増加を促す取り組み

多様な人材にアプローチするため、人材戦略を効果的に発信し、情報の受け取り手とのコミ
ュニケーションを深める取り組み

8.キャリア形成意識の醸成
男女問わず、長期的なキャリアアップを促す研修をしていること
個人のキャリアプランを考えるプログラムを実施

10．評価・報酬・登用基準の明確化
仕事の成果を見える化することによる、モチベーションを高める取り組み



労働生産性

経営会議等への社員参画と、
キャリア形成意識の醸成が

労働生産性にプラスの影響を
与えている



労働生産性（考察）

• 現場で働く社員の意見を会議に反
映することができる

• 経営陣と社員が課題や目標を共有
することができる

• 縦関係の認識のズレがなくなる

• モチベーションを高い状態で維持
できる

• 将来の目標が明確になる

• 今やるべきことがわかる

• 社員の主体的な行動につながる

経営会議等への社員参画 キャリア形成意識の醸成



経常利益

管理職の行動・意識改革がプラ
スの影響を与えている



考察（経常利益）

・「管理職の行動・意識改革」

→管理職の行動・意識改革は管理
職だけでなく、その部下である従
業員にも大きな影響を及ぼし、経
常利益にプラスの影響を与えやす
いと言える。



経常利益増加率

会社が教育・職業訓練などの機会
を既存の人材に提供することで経
常利益増加率が増加する

※「特定層に限定しない」：会社が教育・職業訓練などの機会を積極的に提供することで、既存の人材に多様な能力や知見を身につ
けさせるような取組を行っている場合などです。

研修やスキル取得環境の整備と多
様な人材の雇用がマイナスの影響
を与えている



考察（経常利益増加率）

•「特定層に限定しない」、「研修やスキルの取得環境の整備」

→教育・職業訓練・既存の人材に

多様な能力や知見を身に着けるためには

研修やスキル取得環境の整備は不可欠

→研修やスキルの取得整備にはコストがかかり

経常利益増加率に負の影響を与えるものの

必要投資であると言える

•「多様な人材の雇用」

→それまでとは違った人材を雇用するにあたり、コストが生じる



ROE（＝自己資本利益率）

管理職の行動・意識改革が
ROEにプラスの影響を与え
ている



ROE（考察）

管理職の行動・意識改革

：経常利益と同様の結果

⇒合わせて考えると・・・

利益増加は、元手となる自己資本の増加によるものではなく、利益を生み出
す効率性の上昇による

期待される効果
➢性別等による偏見のない、能力に基づいた人事評価の実現
→人材配置の適正化
→社員のモチベーションの向上
➢マネジメントスキル向上によるジョブアサインメントの適正化
→全体としての仕事の効率向上



ROA（＝総資産利益率）

経営会議等への社員参画
と、評価・報酬・登用基
準の明確化と、資金調達
や人材確保のための情報
発信が、ROAにマイナ
スの影響を与えている



ROA（考察）

•資金調達や人材確保のための情報発信

→株主や他企業からの投資の増加

→総資産の増加

→ROAの低下

•経営会議等への社員参画/評価・報酬・登用基準の明確化

→経営会議等への社員参画は労働生産性を上昇させるため、利益を低
下させるとは考えにくい

→ROAの低い企業ほど少しでも利益を上げるために積極的に取り組ん
でいるのではないか



年収

資金調達や人材確保の
ための情報発信が年収
にマイナスの影響を与
えている



年収（考察）

資金調達や人材確保のための情報発信

年収の低い企業ほど資金調達や人材確保のための情報発信に取り
組んでいる可能性が考えられる

・年収が低い企業…人材確保が困難

→年収の低さを補うために、採用情報や働く環境についての情報
発信を積極的に行い、人材を確保する



分析結果まとめ①

経営会議等への社員参画

キャリア形成意識の醸成
(+)労働生産性

管理職の行動・意識改革
(+)ROE

(+)経常利益

特定層に限定しない (+)経常利益増加率



分析結果まとめ②

研修やスキル取得環境の整備

多様な人材の雇用
(－)経常利益増加率

資金調達や人材確保のための情報発信 (－)ROA



分析結果まとめ③

ROA(低)
経営会議等への社員参画

評価・報酬・登用基準の明確化

年収(低) 資金調達や人材確保のための情
報発信



働き方改革の提案

1. 経営陣と現場のコミュニケーション強化

2. 管理職の行動・意識改革

3. 従業員の行動・意識改革

⇒これら３つの観点からの施策が揃うことで、働きやすいか
つ仕事の効率性の高い企業を実現できると考える



１．経営陣と現場のコミュニケーション強化

•経営会議等への社員参画

•社員のキャリア情報を人事部門と全部門の管理職が共有

（ex.タレントマネジメントシステム）

•人材配置データの一元管理

• SNSでのグループチャット機能の活用

•社内全員参加の研修

•日常的な交流の推進（ex.少人数での食事会、午後3時のコーヒ
ータイム）



２．管理職の行動・意識改革

•管理職を対象とした研修

•外部講師の講演（イクボス・働き方改革・ウーマノミクス等）

→事後にイントラネットにて内容を共有

•部下との面談

（仕事だけでなく家族や健康などの話題も出せるよう工夫）

→上司と部下間のコミュニケーション活性化

•管理職が率先して残業ゼロ活動

•若手社員の早期育成・サポート



３．従業員の行動・意識改革

•キャリアや働き方を自律的に考えるための面談

•習得スキルや行動特性などを見える化（ex.業務スキル判定）

→レベルに合わせた研修や人事配置

•社員のスキルアップ支援（資格取得に関する費用を会社が負
担）

•社員一人一人が実行計画の作成、上司と実行結果の振り返り

→社員が自分事として事業を捉えられるよう工夫



最後に

効果的な働き方改革実現のために
↓

役職に関係なくどの立場の人でも意見が言いやすく、
風通しの良い環境は不可欠

↓

その環境を作る第一歩として
組織内でのコミュニケーション及び意思疎通の強化が大事
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